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小 環 ご発 第 172号

平成 25年 10月 28日

小金井市廃棄物減量等推進審議会会長 様

小金井市長 稲 葉 '

平成 26年 度一般廃菜物処理計画の策定について (諮問)

小金井市廃棄物の処理及び再利用の促進に関する条例第7条第2・項の規定に基づ

き、下記のとおり諮問します。

(諮問事項) 平成26年 度一般廃棄物処理計画の策定



単位：トン

家庭系(Ａ)
家庭系

収集日数 事業系(Ｂ) 家庭系(Ｄ)
家庭系
収集日数 事業系(Ｅ)

4月 954.9 25 50.6 1,005.5 1,038.4 26 35.0 1,073.4 67.9 6.75%

5月 1,138.6 27 52.2 1,190.8 1,078.3 27 34.1 1,112.4 △ 78.4 △ 6.58%

6月 1,056.7 26 51.5 1,108.2 999.8 25 28.6 1,028.4 △ 79.8 △ 7.20%

7月 1,050.7 26 57.4 1,108.1 1,087.7 27 31.2 1,118.9 10.8 0.97%

8月 1,025.6 27 58.0 1,083.6 1,019.3 27 27.7 1,047.0 △ 36.6 △ 3.38%

9月 961.2 25 53.6 1,014.8 942.1 25 29.4 971.5 △ 43.3 △ 4.27%

小　計 6,187.7 156 323.3 6,511.0 6,165.6 157 186.0 6,351.6 △ 159.4 △ 2.45%

10月 1,071.3 27 59.1 1,130.4 0.0

11月 988.1 26 59.7 1,047.8 0.0

12月 1,063.0 25 28.7 1,091.7 0.0

1月 1,046.5 24 30.4 1,076.9 0.0

2月 879.8 24 30.4 910.2 0.0

3月 1,033.2 26 34.6 1,067.8 0.0

合  計 12,269.6 308 566.2 12,835.8

燃やすごみの処理量の昨年度との月別の比較について

平成２４年度 平成２５年度

比較増減量
（Ｇ＝Ｆ－Ｃ）

※　本表では、平成24年度と平成25年度の処理状況を月別に比較しているが、各月の収集日数は年（暦日）によって異なるため単純な比較とはならず、
　表中における各月ごとの比較増減量及び比較増減率は参考数値である。

比較増減率
　　　　　　合　計(Ｃ＝Ａ+Ｂ) 　　　　　合　計（Ｆ＝Ｄ＋Ｅ）項　　目
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可燃ごみの全量の処理を他市・一部事務組合にお願いしている中で 

最大限のごみ減量を目指す 
 

はじめに 

 

「小金井市一般廃棄物（ごみ）処理基本計画（平成１８年３月策定）（以下、「基

本計画」という。）」において、新たな可燃ごみ共同処理体制の移行に向けた焼却

処理量の削減を目指すこととし、発生抑制を最優先にした“ひとづくり・まちづ

くり”を推進してきている。この手始めとして、市内町会・自治会等からの推薦、

公募市民らによる「ごみゼロ化推進会議」を発足し、市民の自主的な活動基盤の

整備を行った。他方、市内公立小中学校にある学校給食事業用生ごみ処理機の有

効活用を図るべく、市民の呼び掛けにより生ごみ投入リサイクル事業も順次拡大

してきている等、多様な成果が見受けられるところである。また、平成２４年度

は市内に所在する大学との連携で作製した、廃棄物削減運動のためのオリジナル

キャラクターを用いた広報媒体による環境教育・環境学習への取り組みを始めた

ところである。 

 

  分別排出・資源リサイクルの推進にあたっては、未活用資源であった有機性資

源（生ごみ、剪定枝等）の有効利用を図るため、食品リサイクル堆肥化実験事業、

枝木・雑草・落ち葉類の無料回収を実施してきている他、可燃ごみへのプラスチ

ックや焼却不適物の混入を極力減少させ、資源物は資源回収に排出していただけ

るよう、市職員による排出指導を継続してきている。 

  こうした市の施策は、市民の皆さんからの多大なるご理解・ご協力に支えられ、

可燃ごみの処理量は大きく減少してきている。結果として、基本計画で定めた焼

却処理量の目標１６,７６４ｔを平成２０年度時点において１６,０８４ｔまで削

減することを成し遂げ、以降も減少傾向が続いている。 

 

  昭和３３年から調布市、府中市、小金井市から排出される可燃ごみを共同で処

理してきた二枚橋衛生組合の焼却業務を基本計画目標年限どおり停止したところ

ではあるが、以降、多摩地域ごみ処理広域支援体制実施要綱に基づき、多摩地域

の各市及び一部事務組合に、当市の可燃ごみの処理を依頼している状況である。

安定的な可燃ごみ処理体制が構築されるまでの間、市内から発生する可燃ごみを

抑制し、施設周辺にお住まいの皆様はもちろん、当該市の皆様のご負担を少しで

も軽減できるよう、平成２６年度も引き続き可燃ごみの減量に努めていく必要が

ある。 
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基本計画は、既に改定しなければならない時期にあるが、計画策定の根幹にあ

たる可燃ごみ中間処理システムの整備に係る検討が継続されている状況にあり、

改定等に係る諸作業への着手を延伸せざるを得ない状況である。よって、本計画

書は、基本計画に基づく実施計画としての位置付けを変えることなく、前述の市

の現況を鑑みたうえで、標題のとおり、「最大限のごみ減量を目指す」ことを主眼

に置き策定することとした。 

 

  この場を借りて、平成１９年度以降、当市の可燃ごみの焼却処理をお願いする

こととなった関係市の皆様及び焼却施設周辺にお住まいの皆様に、より一層のご

理解をいただけるよう、早期の基本計画改定又は新規策定に向けた取り組みに全

力を挙げることをお誓い申し上げるとともに、引き続き市民の皆様に更なるご理

解・ご協力をお願いする次第である。 
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【燃やすごみ処理量の推移】 
（単位：ｔ） 

基本計画目標値 

16,764  
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第１ 平成２５年度一般廃棄物処理計画の達成状況 

１ ごみ処理量・資源物回収量の達成状況 

⑴ 可燃系ごみ、不燃系ごみ 

可燃系ごみについては、平成２５年度処理量（推定）は、１２，７９４ｔの

見込みであり、対前年度（平成２４年度）実績処理量に対し約１．８％減で、

対前年度比５％減の平成２５年度の削減目標は達成できない見込みである。 

不燃系ごみについては、平成２５年度処理量（推定）は、４，６６３ｔの見

込みであり、対前年度（平成２４年度）実績処理量に対し約３．０％増で、対

前年度比１％減の平成２５年度削減目標は達成できない見込みである。 

ごみ減量目標達成に向けて、市では様々なごみ減量への取り組みを実施して

いるが、本市は転出入者が多いという特性も有り、市民の皆さん全てにその取

り組みが十分に浸透しているとは言い難い。ごみ減量の基本となる発生抑制を

最優先に推進し、更に収集区分、分別の手法及びごみ減量施策等の周知・徹底

を図るための啓発活動をより一層充実させ、一人でも多くの市民の皆さんにご

理解・ご協力をしていただく必要がある。 

 

⑵ 資源物 

平成２５年度回収量（推定）は、９，６５２ｔの見込みであり、対前年度（平

成２４年度）実績回収量に対し約２．６％増の見込みである。 

 

表１ 平成２５年度ごみ処理量及び資源物回収量目標達成状況 

（単位：ｔ） 

種 類 
平成 25 年度処理量・回収量(推定)

Ａ 

平成 24 年度実績処理量・回収量Ｂ 

平成 24 年度実績処理量・回収量に対す

る削減率[（Ａ-Ｂ）/Ｂ] 

可燃系ごみ 12,794 
13,024 

△1.8％ 

不燃系ごみ 4,663 
4,527 

3.0％ 

資源物 9,652 
9,404 

2.6％ 

有害ごみ 41 39 

合 計 27,150 
26,994 

0.6％ 

（算出方法） 

平成２５年度処理量・回収量(推定)は、ごみ・資源物として市の収集（回収）及び集団回収で

収集（回収）される見込みの総量であり、かつ、これら収集・回収されたものがすべてそれぞれ

焼却又は資源化等処理されるものとして算出した。 
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（参考）市民 1人 1日あたりの発生量の状況 

    （単位：ｇ） 

種 類 
平成 25 年度処理量・回収量(推定)

Ａ 

平成 24 年度実績処理量・回収量Ｂ 

平成 24 年度実績処理量・回収量に対す

る削減率[（Ａ-Ｂ）/Ｂ] 

可燃系ごみ 299 
307 

△2.6％ 

不燃系ごみ 109 
107 

1.9％ 

資源物 226 
222 

1.8％ 

有害ごみ 1 1 

合 計 635 
637 

△0.3％ 

・市民 1 人 1日あたり発生量＝発生量÷小金井市人口÷365 日 

  ・発生量・・・・・・平成 25 年度（推定）27,149 トン、平成 24 年度 26,994 トン。 

・小金井市人口・・・平成 25 年度 117,116 人、平成 24 年度 116,092 人。（共に 10 月 1 日 

現在） 

 

  ２ 平成２５年度一般廃棄物処理計画に掲げたごみ減量及び資源化等の施策の実

施状況 

 

    新たな施策として、燃やすごみ及び不燃系ごみの発生抑制を図るため、リユ

ース食器の貸し出しを実施し、自治会等による各種イベントや祭りでの使用を

確認した。燃やすごみ及び不燃系ごみの発生抑制に一定の貢献があった他、再

使用に係る意識啓発も図ることができた。 

    また、不燃系ごみの減量、適正な処理及び資源の有効活用を図るため、組成

分析を実施し、不燃系ごみに含まれる使用済小型電子機器等の状況把握に着手

した。 

    充実させる施策では、子供向け減量キャラクターを使用した環境教育及び啓

発活動については、ごみ減量啓発ＤＶＤや冊子を活用し、市内イベントへの出

展及び市内公立学校等への出前講座を実施した。受講者によるアンケート結果

より、ごみ減量・分別意識の向上を確認することできた。 

水切りの啓発については、市報・市ホームページでの広報及び市内イベント

で水切り体験を実施する等、水切りの重要性について周知・徹底を図った。 

町会・自治会・集合住宅等への大型生ごみ処理機の活用については、平成２

５年度中に市内国家公務員住宅内にて新たに３台が稼働している。 
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市内公立学校の乾燥型生ごみ処理機の活用については、夏休み生ごみ投入リ

サイクル事業等安定的な事業運営を図ることができ、実施校及びボランティア

数が増加し、浸透度の向上が見受けられる。 

生ごみ減量化処理機器購入費補助金制度の広報については、市報・市ホーム

ページへの掲載、幼稚園、保育所及び学童保育所への啓発チラシの配布及び市

内イベントへの出展等により、制度の案内、各機器のタイプ別の特徴及び使用

方法等周知・徹底を図った。 

集合住宅所有者又は管理会社との連携強化については、市報・市ホームペー

ジでの広報及び清掃指導員による分別指導により、集合住宅における資源物の

徹底分別並びにごみ減量への取り組みを推進した。 

事業所から排出されるごみについては、一般廃棄物収集運搬業許可業者との

連携により搬入している処理場への立会いを実施し、ごみの排出傾向の把握に

努めた。 

継続させる施策については、市民及び事業者等に一定浸透したものと考えて

おり、引き続き、周知・徹底を図ることとする。 

 

第２ 平成２６年度計画 

 

本市は可燃ごみ処理施設を有しておらず、多摩地域の多くの処理施設に燃やすご

みの全量を処理していただいている状況の中、処理施設及び周辺住民への負担を軽

減させるため、市民・事業者と協働して一層ごみの減量・資源化を進めることは責

務の一つである。こうした厳しい状況の中で、現行施策の普及・定着により着実に

ごみの量を減じることを目指し、平成２６年度の減量計画を設定する。 

   

 １ 平成２６年度減量目標 

⑴ 可燃系ごみ ５％減量 

   平成２５年度実績処理量から５％減量することを目標とし、これを平成２６

年度減量目標とする。これは、平成２５年度までの本市の減量努力を踏まえて、

更なる減量を目指すものである。 

   

⑵ 不燃系ごみ １％減量 

   平成２５年度実績処理量から１％減量することを目標とし、これを平成２６

年度減量目標とする。可燃系ごみと比較して減量率が低いのは、平成２５年度

と同様、平成２６年度においても分別の徹底を進めることにより、これまで燃

やすごみの中に混入されていた不燃系ごみが、本来の不燃系ごみとして排出さ

れるようになることを想定している。 
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２ ごみ処理計画 

                               （単位：ｔ） 

分別区分 処理方法 

平成 26 年度 

計画処理量Ａ 

[Ａ＝Ｂ（1-減

量率）] 

平成 25 年度 

処理量(推定） 

Ｂ 

可
燃
系
ご
み 

燃やすごみ 焼     却 11,974 12,604 

粗大ごみ 

（可燃系） 

木質粗大ごみをサーマルリサイクル(＊1) 126 133 

布団をサーマルリサイクル 54 57 

小     計 12,154 12,794 

不
燃
系
ご
み 

プラスチック

ごみ 

選

別 

資

源

化 

プラスチック製容器包装については、容器包

装リサイクル法に基づく資源化 

1,736 

（1,736） 
1,754 

廃プラスチック類をケミカルリサイクル 

(＊2) 

385 

（385） 
389 

燃やさない 

ごみ 破

砕 

・ 

選

別 

資 

源 

化 

鉄等金属を資源化 
425 

（425） 
429 

燃やさないごみ、粗大ごみ（不燃系）を破砕

後、選別した廃プラスチック類等をケミカル

リサイクル(＊2) 

1,110 

（1,110） 
1,121 

粗大ごみ 

(不燃系） 

燃やさないごみ、粗大ごみ（不燃系）を破砕後、選

別した廃プラスチック類等をサーマルリサイクル 
913 922 

埋め立て 48 48 

小     計 
4,617 

（3,656） 
4,663 

有害ごみ 一部資源化・埋め立て 41 41 

合     計 
16,812 

（3,656） 
17,498 

（  ）内数値は資源化量で内数 

(＊1) サーマルリサイクルとは、焼却の際に発生する熱エネルギーを回収・利用することである。 

(＊2) ケミカルリサイクルとは、製品の化学原料としてリサイクルすることをいう。（ガス化等） 

 

（参考）市民 1人 1日あたりの処理量 
（単位：ｇ） 

分別区分 処理方法 
平成 26 年度 

計画処理量Ａ 

平成 25 年度 

処理量(推定）

Ｂ 

可
燃
系
ご
み 

燃やすごみ 焼     却 

282 299 粗大ごみ 

（可燃系） 

木質粗大ごみをサーマルリサイクル 

布団をサーマルリサイクル 

不
燃
系
ご
み 

プラスチック

ごみ 

選

別 

資

源

化 

プラスチック製容器包装については、容器包

装リサイクル法に基づく資源化 

107 109 

廃プラスチック類をケミカルリサイクル 

燃やさない 

ごみ 破

砕 

・ 

選

別 

資 

源 

化 

鉄等金属を資源化 

燃やさないごみ、粗大ごみ（不燃系）を破砕

後、選別した廃プラスチック類等をケミカル

リサイクル 

粗大ごみ 

(不燃系） 

燃やさないごみ、粗大ごみ（不燃系）を破砕後、選

別した廃プラスチック類等をサーマルリサイクル 

埋め立て 

有害ごみ 一部資源化・埋め立て 1 1 

合     計 390 409 

http://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%86%B1%E3%82%A8%E3%83%8D%E3%83%AB%E3%82%AE%E3%83%BC
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・市民 1 人 1日あたり処理量＝計画処理量Ａ（処理量（推定）Ｂ）÷小金井市人口÷365 日 

・小金井市人口・・・平成 26 年度 118,149 人（平成 25 年度 10 月 1 日現在人口×人口伸び率（予測））、

平成 25 年度 117,116 人（10 月 1 日現在）。 

 

   ３ 資源物回収計画 

     

     資源物回収については、平成２６年度計画回収量＝平成２５年度回収量（推

定）とする。 

 
（単位：ｔ） 

分別区分 
平成 26 年度 

計画回収量 

平成 25 年度 

 回収量（推定） 

古紙 6,043 6,043 

布 764 764 

枝木・雑草類・落ち葉 994 994 

乾燥生ごみ 
戸別回収 14 14 

拠点回収 1 1 

びん 1,056 1,056 

空き缶 343 343 

ペットボトル 321 321 

トレイ 6 6 

金属 106 106 

ペットボトルキャップ 2 2 

くつ・カバン類 2 2 

合 計 9,652 9,652 

 

４ 総資源化計画 

   

「２ ごみ処理計画」及び「３ 資源物回収計画」から、本市における総資源

化計画は次のとおりとなる。 

 

3,656ｔ（不燃系ごみ収集後資源化量）＋9,652ｔ（資源物回収による資源化量）

＝13,308ｔ 

 

５ ごみ減量達成に向けた施策 

 

ごみの排出抑制や減量に係る施策に関心を高く持ちつつ、自らの生活様式の

一部として取り組みを進めている市民は少なくなく、これまでの市の施策を更

に浸透させることにより、更なるごみ減量の推進が期待できる。ついては、新

たに転入された市民や未だ実践されていない方の中からひとりでも多く、ひと

つでも多くの施策を実践していただけるよう、以下の施策を展開し、平成２６

年度減量目標の達成を図る。 
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① 優先して取り組む施策 

ア 燃やすごみに含まれる難再生紙を拠点回収し、廃棄物の適正な処理及び

資源の有効な利用の確保を図る。 

イ 希望者に対し、リユース食器の貸し出しを実施することにより、燃やす

ごみ及び不燃系ごみの発生抑制を図る。 

ウ 不燃系ごみに含まれる、使用済小型電子機器等を別途回収し廃棄物の適

正な処理及び資源の有効な利用の確保を図る。 

エ 子供向け減量キャラクターを使用した、市内公立学校や子供会への環境

教育、自治会やその他団体へ向けた啓発活動を充実させる。 

   オ ごみ減量に対する理解と関心を深めることを目標に、「ごみ減量かるた」

を用いた啓発活動を実施する。 

   カ 水切りの重要性を周知・徹底するため、水切りによる相乗効果を含めな

がら出前講座や市内イベント等での啓発を効果的に行い、燃やすごみの減

量を図る。 

 

② 充実させて取り組む施策 

ア 生ごみ堆肥化事業の更なる充実を図るため、生ごみ減量化処理機器購入

費補助金制度の新規申請者の拡大、購入後の使用方法等に係る広報を行う。 

イ 市内公立学校の乾燥型生ごみ処理機を有効活用し、地域ボランティアと連

携して生ごみ市民投入を広め、燃やすごみを減量する。 

ウ 町会・自治会・集合住宅等への大型生ごみ処理機の利用の促進を図るた

め、役割を明確化した上で、利用者側による実情を踏まえた自主的な取り

組みを行うことで、生ごみの減量を通じて、ごみを出さない意識を浸透さ

せる。 

エ ＪＡ・市内農産物取扱店と行政との連携により、生ごみ堆肥で育てた農

産物の流通を促進し、地域循環型社会の構築に努める。 

オ 一般家庭から排出される剪定枝を資源化し、燃やすごみの減量を図る。 

カ 粗大ごみの再生、販売によるリユース・リサイクルの促進を図る。 

キ 再使用可能なくつ・カバン類を市施設へ持ち寄り、資源の有効活用を推

進する。 

ク 各団体が取り組む集団回収の実施状況を広報する等の行政サポートによ

り、ごみ減量及び資源化における市民意識の向上及び活動の活性化を図る。 

ケ 集合住宅における資源物の徹底分別並びにごみ減量を図るため、持続的

かつ有効な排出指導の在り方を検討するとともに、集合住宅所有者又は管

理会社との連携強化に努める。 

コ リサイクル推進協力店認定店舗数を拡大し、市民、販売事業者と協働し

たごみの発生抑制とごみ減量意識の向上を図る。 

サ 販売事業者（コンビニ、スーパー等）の特定容器等（ペットボトル・ト

レイ・空き缶・紙パック等）の自主的な回収・処理の拡充を図る。 
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シ 事業所から排出されるごみのサンプル調査により、ごみの分別状況を把

握し、発生抑制並びに資源化の推進を図るとともに、適正な排出及び処理

に係る指導等の実践に向けた指針の策定に着手する。 

ス ごみの相談員制度の認知度を向上させるとともに、ごみ分別の重要性並

びに有用性に係る理解を深め、ごみ減量・資源化を推進する。 

セ 市施設ごみゼロ化行動計画に基づき、市庁舎内及び公共施設のごみ排出

量の更なる削減及び資源化率の向上を図る。 

 

第３ ごみの排出と収集及び処理  

 

１ 市指定収集袋による排出 

   次に掲げる廃棄物については、市指定収集袋によりそれぞれ分別して排出する。 

ア 家庭系一般廃棄物のうち燃やすごみ、燃やさないごみ及びプラスチックごみ 

    イ 事業系一般廃棄物で１日平均１０ｋｇ未満及び臨時に１００ｋｇ未満の量を

排出する事業所は事業用指定収集袋により排出することができる。 

※ ただし、１日平均１０ｋｇ以上及び臨時に１００ｋｇ以上の量を排出する事

業所は、一般廃棄物収集運搬業許可業者等により処理する。 

 

２ 収集の分別区分及び排出・収集方法等 
分別区分 

（収集回数等） 
ごみの内容 排 出 方 法 備 考 

燃やすごみ 

（週２回/委託） 

生ごみ・貝殻・紙おむつ・

紙くず類・衛生上焼却する

もの等 

☆市指定収集袋（黄）に入れ、８時３０分までに敷

地内の排出場所に排出する。ただし、紙おむつ、

落ち葉（２袋まで）は透明又は半透明の袋に入れ

て排出する。（事業所から排出される燃やすごみ

（紙おむつ含む、落ち葉（２袋まで）は除く）は

事業用指定収集袋で排出する。） 

 

プラスチック 

ごみ 

（週１回/委託） 

ビニール・ポリ袋・硬質プ

ラスチック等のプラスチ

ック 

☆市指定収集袋（青）に入れ、８時３０分までに敷

地内の排出場所に排出する。汚れ等による異物の

混入を避けるため、洗って乾かしてから排出する。

（事業所から排出されるプラスチックごみは事業

用指定収集袋で排出する。） 

 

燃やさない 

ごみ 

（２週に１回/委託） 

小型家電製品*・皮革製

品・ガラス類・せともの等 

☆市指定収集袋（青）に入れ、８時３０分までに敷

地内の排出場所に排出する。（事業所から排出さ

れる燃やさないごみは事業用指定収集袋で排出

する。） 

*家電ﾘｻｲｸﾙ

法対象外

の小型家

電 

有害ごみ 

（２週に１回/委託） 

乾電池・蛍光管・水銀体温

計・ライター 

☆透明又は半透明の袋に入れ、「有害」と書いて、

８時３０分までに敷地内の排出場所に排出する。

（事業所から排出される有害ごみは事業用指定

収集袋で排出する。） 
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粗大ごみ（注） 

（随時/委託） 

家具・収納用品・自転車・

ふとん・ベッド･敷物等 

☆申込みをしてから、品目ごとに粗大ごみ処理券を

貼って、収集予定日の８時３０分までに敷地内に

排出する。 

事業所から

排出される

粗大ごみは

収集しない 

枝木・雑草類・落ち葉 

（指定日/直営・委託） 

枝木・雑草類・落ち葉 

*枝木・雑草類は１束（袋）

から、落ち葉は３袋からの

申込制による回収。２袋ま

での落ち葉は燃やすごみと

して排出することができ

る。 

☆申込みをしてから指定日の８時３０分までに敷地

内の排出場所に以下のとおり排出する。 

☆枝木：１本の長さ１m 以内、１本の直径１５cm 以

内、束の大きさ３０cm 程度までをひもで束ねて排

出する。 

☆雑草類・落ち葉：４５ℓ以内の透明又は半透明の袋

に入れて排出する。 

（事業所から排出される枝木・雑草類・落ち葉は３

束（袋）まで排出できる。） 

 

乾燥生ごみ 

（週１回/直営） 

家庭用電動生ごみ処理機

により乾燥させた生ごみ 

☆乾燥生ごみを市指定専用容器に入れ、収集日の 

８時３０分までに敷地内の排出場所に排出する。 

＊（透明又は半透明の袋に入れて専用容器設置施設

（公民館等市内公共施設１１箇所）で拠点回収に

持参可） 

拠点回収は

随時 

古紙・布 

（週１回/委託） 

新聞・段ボール・その他の

紙（雑誌・雑紙）・紙パッ

ク・シュレッダーごみ・布 

☆朝８時３０分までに敷地内の排出場所に以下の

とおり排出する。 

☆新聞・段ボール：それぞれ紙ひもで縛って排出す

る。 

☆その他の紙（雑誌・ざつがみ）：雑誌は紙ひもで

縛って排出する。ざつがみは雑誌の間に挟み込む

か、紙袋にまとめて入れ、口を閉じて排出する。 

☆紙パック：洗って開いて乾かして、紙ひもで縛っ

て排出する。（スーパー等の拠点回収ボックスに

持参可） 

☆シュレッダーごみ：４５ℓ以内の透明又は半透明

の袋に入れ、空気を抜いて排出する。 

（事業所から排出される古紙は家庭から通常排出

される程度の量を排出することができる。） 

☆布：透明又は半透明の袋に入れ排出する。（事業

所から排出される布は事業用指定収集袋で排出

する。） 

紙パックの

拠点回収は

随時 

 

布は収集開

始（８時３

０分）直前

で雨天の場

合は回収中

止 

スプレー缶 
（２週に１回/委託） 

スプレー缶･エアゾール缶 

卓上カセットボンベ等 

☆中身を使い切って、できるだけ袋に入れず、かご

等で 8 時 30 分までに敷地内の排出場所に排出す

る。（事業所から排出されるスプレー缶は事業用指

定収集袋で排出する。） 
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ペットボトル 
（２週に１回/委託） 飲料用・醤油等調味料用 

☆中身を洗って、できるだけ袋に入れず、かご等で

朝８時３０分までに敷地内の排出場所に排出す

る。 

☆ペットボトルのキャップは取り除く。 

＊（空き缶・ペットボトル・びんはスーパー等の

拠点回収ボックスに持参可） 

（事業所から排出される空き缶・金属、ペットボト

ル、びんは事業用指定収集袋で排出する。） 

空き缶･ペ

ッ ト ボ ト

ル･びんの

拠点回収は

随時 

空き缶 
（２週に１回/委託） 

飲料缶・菓子缶・茶缶・ 

缶詰缶等 

金属 
（２週に１回/委託） 

なべ・釜・やかん等 

びん 
（２週に１回/委託） 

ガラスびん 

トレイ 
（随時/委託） 

発泡スチロール製トレイ 
☆洗ってスーパー等の拠点回収ボックスに持参す

る。 
随時 

ペットボトル 

キャップ 
（随時/直営） 

ペットボトルのキャップ 
☆専用容器設置施設（公民館等市内公共施設１３か

所）に持参する。 
随時 

くつ・カバン類 
（随時/直営） 

くつ・カバン類 
☆毎月第２火曜日１４時～１５時３０分に小金井市

中町中間処理施設に持参する。 
 

☆ 収集方法は、分別区分ごとに排出したものを戸別収集（集合住宅は、敷地内の専

用ごみ集積所に排出したものを収集）する。また、拠点回収場所に持参した対象と

なる資源物については拠点回収する。 

（注）上記は、家電リサイクル法対象外の粗大ごみ 

 

３ 適正処理方法 

分別区分 
中 間 処 理 

最終処理及び資源化 
処 理 方 法 処 理 場 所 

燃やすごみ 

（家庭系） 
支援先焼却施設で焼却 （委託） 

 

☆焼却灰をエコセメント化（二ツ塚処分場） 

 

燃やすごみ 

（事業系） 

小金井市中間処理場ストックヤードにて大型車両に

移し替え後、民間処理施設で処理 （委託） 

☆焼却・溶融（ガス化溶融改質による発電な

らびにスラグメタルおよび水酸化合物生

成による再資源化）（民間処理施設） 

プラスチック 

ごみ 

 

 

選別 

（委託) 

 

 

☆容器包装リサ

イクル法対象

の廃プラスチ

ック 
民間処理施設 

☆容器包装リサイクル法対象の廃プラスチ

ックを(公財）日本容器包装リサイクル協

会に引き渡し資源化 

☆容器包装リサ

イクル法対象

外の廃プラス

チック 

☆容器包装リサイクル法対象外の廃プラス

チックをケミカルリサイクル 

（民間処理施設） 

燃やさない 

ごみ 

 

破砕・選別   

(委託) 

 

☆金属 

☆破砕後のプラ

スチック類等 

☆不燃ごみ 

小金井市中間処理場 

☆鉄・アルミ等金属を資源化（民間処理施設） 

☆破砕後のプラスチック類等をケミカルリ

サイクル（民間処理施設） 

☆破砕後のプラスチック類等をサーマルリ

サイクル（民間処理施設） 

☆不燃ごみは埋立処分（二ツ塚処分場） 
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有害ごみ 

破砕 

（委託) 

☆蛍光管 

☆ライター 
小金井市中間処理場 ☆一部資源化・埋立処分（民間処理施設） 

選別 

（委託) 

☆乾電池 

☆水銀体温計  

粗大ごみ 

（可燃系） 

破砕 

(委託) 

☆木質家具等は

板状に分解 

※ふとんは中間

処理をしてい

ない 

小金井市中間処理場 

☆木質家具等をサーマルリサイクル 

（民間処理施設） 

☆ふとんをサーマルリサイクル 

 （民間処理施設） 

☆再使用可能なものを修理し販売 

（（公社）ｼﾙﾊﾞｰ人材ｾﾝﾀｰ小金井ﾘｻｲｸﾙ事業所） 

粗大ごみ 

（不燃系） 

選別・ 

プレス 

(委託) 

☆自転車・保管

庫等大部分が

金属のもの 

小金井市中間処理場 

☆自転車・保管庫等大部分が金属のものを資

源化（民間処理施設） 

破砕・選別 

（委託） 

☆上記以外の複

合素材 

☆金属 

☆破砕後のプラ 

スチック類等 

☆不燃ごみ 

☆鉄・アルミ等金属を資源化（民間処理施設） 

☆破砕後のプラスチック類等をケミカルリ

サイクル（民間処理施設） 

☆破砕後のプラスチック類等をサーマルリ

サイクル（民間処理施設） 

☆不燃ごみは埋立処分（二ツ塚処分場） 

☆再使用可能なものを修理し販売 

（（公社）ｼﾙﾊﾞｰ人材ｾﾝﾀｰ小金井ﾘｻｲｸﾙ事業所） 

枝木・雑草類・

落ち葉 
チップ化 (委託） 民間処理施設 ☆堆肥化等（民間処理施設） 

乾燥生ごみ 堆肥化 （委託）※実験中 
小金井市中町肥料化

実験施設 
☆市民及び市内農家に無償配布 

古紙   ☆資源化（民間処理施設） 

布 選別 (委託）  
小金井市中町中間処

理施設 
☆資源化（民間処理施設） 

スプレー缶 穴あけ・プレス (委託） 小金井市中間処理場 ☆資源化（民間処理施設） 

ペットボトル 選別・プレス (委託) 
小金井市中町中間処

理施設 

☆一部を（公財）日本容器包装リサイクル協

会に引渡し資源化 

☆一部を民間処理施設で資源化 

空き缶 選別・プレス (委託) 
小金井市中町中間処

理施設 
☆資源化（民間処理施設） 

金属 選別 (委託） 
小金井市中町中間処

理施設 
☆資源化（民間処理施設） 

びん 選別 (委託） 民間処理施設 ☆資源化（民間処理施設） 

トレイ 選別・減容 (委託） 民間処理施設 ☆資源化（民間処理施設） 

ペットボトル

キャップ 
  ☆ＮＰＯ法人に寄付し資源化 

くつ・カバン類 選別 （直営） 
小金井市中町中間処

理施設 
☆資源化（民間処理施設） 
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第４ 市が行う廃棄物の収集、運搬及び処分の方法に関する市民並びに事業者の協力

義務  

１ 市民の協力義務の内容 

⑴ 燃やすごみの減量を最大の目的とし、一般家庭及び事業者双方において、生

ごみ排出の際の水切りを十分に行い排出量の減量化を図る。 

⑵ リデュース（発生抑制）、リユース（再使用）、リサイクル（再生利用）の３

Ｒを実践し減量努力をする。 

⑶ 環境に配慮した商品の購入、簡易な包装容器の選択、ノーレジ袋やマイバッ

グ持参等生活様式や事業活動の見直しを実行する。 

⑷ 市の一般廃棄物処理計画に従った分別排出を行う。 

⑸ 市が収集しない一般廃棄物について市の定める方法に従い適正処理する。 

 

２ 事業者の協力義務の内容 

⑴ 製品及び容器等の製造、加工並びに販売の際、それら製造、加工、販売され

たものが廃棄物となった場合、適正処理が困難にならないような製品、容器等

の製造、加工、販売する。 

⑵ 事業系一般廃棄物の事業者の責任により適正処理する。 

⑶ 販売事業者による特定容器の店頭回収を行う。 

⑷ ばら売り、量り売り及び簡易包装の推進、環境に配慮したエコマーク付き商

品並びにリサイクル商品の製造・販売等環境に配慮した事業活動を推進する。 

⑸ 丈夫で壊れにくい製品の製造と販売及び修理体制を確保する。 

 

第５ ごみ処理施設の整備に関する事項 

 

１ 不燃ごみ処理施設 

⑴ 施 設 名：小金井市中間処理場 

⑵ 所 在 地：東京都小金井市貫井北町１－８－２５ 

⑶ 型  式：高速回転複合式竪型破砕機 

⑷ 処理能力：３０ｔ／５ｈ（３０ｔ／５ｈ×１基） 

⑸ 現  状 

燃やさないごみと粗大ごみを破砕・選別処理をしている小金井市中間処理

場は、平成１８年度・１９年度に臭気対策を第一義に、おおむね１０年間の

稼働に耐え得るように大規模改修工事を行ったが、昭和６１年１２月の稼働

以来２８年が経過し、施設全体の老朽化が進んでいる。 

今後、施設の更新に向け地域との協議を進めていく予定である。また、新た

に事務所棟を建設したことにより、見学者コース及び展示品の充実を図り、環

境教育にも役立つ施設とした。 
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２ 廃棄物最終処分場 

⑴ 施 設 名：日の出町二ツ塚廃棄物広域処分場（東京たま広域資源循環組合） 

⑵ 所 在 地：東京都西多摩郡日の出町大字大久野字玉の内 

⑶ 構 成 市：小金井市を含む多摩地域２５市 1町 

⑷ 現  状 

小金井市を含む多摩地域２５市１町の約４００万人から排出されるごみは、 

焼却処理や破砕処理をして日の出町にある二ツ塚廃棄物広域処分場に搬入さ

れている。破砕処理した不燃ごみは埋立て、焼却灰はエコセメントにリサイク

ルされている。 

 平成１０年１月の埋立て開始時は埋立て可能な量が約３７０万㎥で、平成２

５年３月末までに全体の約４４．６％に相当する量の埋立てが終了している。 

エコセメント事業は、焼却灰からエコセメントを生産し、幅広く生活の中に 

定着させることにより、処分場の延命を図っている。 

しかし、不燃ごみの埋め立ては、現在も継続して行われており、限りある処 

分場を有効に利用していかなくてはならない。 

本市では平成１８年度から燃やさないごみの３分別収集を実施し、燃やさな 

いごみの資源化に取組み、埋め立て量の削減に努めている。 

 

第６ 動物の死体処理について 

 

１ 市へ届け出るもの 

占有者が、その土地または建物内の動物の死体を自らの責任で処分できないと

きは、市に届け出なければならない。 

 

２ 市が収集するもの 

⑴ 市に処理申込みがあったペットの死体 

⑵ ノラ犬、ノラ猫等飼い主不明の死体 

 

３ 処理方法 

動物の死体を扱う寺院に委託 
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第７ し尿及び浄化槽汚泥の処理について 

 

１ 収集及び運搬 

   し尿及び浄化槽汚泥の収集方法については、下表のとおり。 

                               （単位：ｋℓ） 

し尿・ 

浄化槽汚泥 

排出者 
収集・運搬 

見込み量 
収集地域 収集回数 収集方法 

一般家庭 

105 市内全域 

月 2 回 (委託) 

バキューム車に

よる収集 
事 業 所 随 時 

 

２ し尿及び浄化槽汚泥の処理 

小金井市・武蔵野市・小平市・東大和市・武蔵村山市の５市で構成する一部事 

務組合（湖南衛生組合）で共同処理する。 

構成市における公共下水道の普及に伴いし尿搬入量は年々減少し、同組合処理

施設の処理能力２００ｋℓ／日に対し、現在の処理量は６ｋℓ/日程度である。た

だし、この処理施設は建設後４０年以上経過し、老朽化が進んだため改修工事が

行われ、現在、処理能力を６ｋℓ/日に縮小し運転をしている。処理水は、混合水

槽内で希釈し公共下水道に放流している。 

 

処理施設の概要は次のとおり。 

⑴ 施 設 名：湖南処理場（湖南衛生組合） 

⑵ 所 在 地：東京都武蔵村山市大南５－１ 

⑶ 形  式：希釈前処理方式 

⑷ 処理能力：６kℓ／日 

 

第８ その他一般廃棄物の処理に関し必要な事項について 

 

１ 市が収集しない一般廃棄物について 

⑴ ブラウン管テレビ、液晶テレビ、プラズマテレビ、冷蔵庫、冷凍庫、洗濯機、

衣類乾燥機、エアコン 

（家電リサイクル法に基づき販売店により回収される） 

⑵ パソコン 

   （資源有効利用促進法に基づきメーカーにより自主回収される） 
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⑶ ドア、畳、床材、壁材、土、砂、灰、瓦、レンガ、石材、ブロック、ピアノ、

電子オルガン、耐火金庫、風呂釜、浴槽、バッテリー、タイヤ、モーター、 

ホイール、ボウリングのボール、プロパンガスボンベ、消火器、灯油、廃油、 

農薬、薬品、塗料、ペット用トイレ砂（燃やせる素材のものは燃やすごみへ）、 

フロンガスを使用している製品等 

（危険、有害等で市の施設では適正処理できないため、関係事業者及び市民の

協力を得て専門の処理業者により回収処理させる（適正処理困難物又はそれ

に準ずるもの）） 

⑷ オートバイ 

（メーカーにより自主回収される） 

⑸ 在宅医療に伴う注射器・注射針 

（市内薬局により自主回収される） 

 

２ 処理方法の変更 

   天候その他の特別な事情があるときは、収集、運搬及び処分の方法を変更す

ることがある。 



別　　紙　　平成２６年度一般廃棄物処理計画　ごみ処理フロー図 　　

可
燃
系
ご
み

不
燃
系
ご
み

燃やすごみ 

（委託） 

焼却処理 

（委託） 
焼却灰 

粗大ごみ 

（委託） 

エコセメント化 

(一部事務組合) 

破砕・選別 

 

 

（中間処理場） 

有害ごみ 

（委託） 

金属 

（     中間処理場） 

不燃ごみ 

粗大ごみ 

（不燃系） 

選別 

（委託・民間工場） 

選別 

（     中間処理場） 

日本容器包装 

リサイクル協会 

破砕後の 

プラスチック類等 

プラスチック 

ごみ（委託） 

埋立処分 

サーマルリサイクル 

（委託・民間工場） 

日本容器包装 

リサイクル協会 

に引き渡さないもの 

日本容器包装 

リサイクル協会による 

ケミカルリサイクル 

(委託・民間工場) 

アルミくず 

鉄くず 

金属に再生 

アルミに再生 

鉄に再生 

ケミカルリサイクル 

(委託・民間工場) 

埋立・一部資源化 

(委託・民間工場) 
蛍光管、体温計は 

中間処理場で破砕 

燃やさない 

ごみ 

       

サーマルリサイクル 

（委託・民間工場） 
ふとん 

粗大ごみ 

（可燃系） 

木質家具等 

委託 

委託 

（委託） （委託） 

 サーマルリサイクル

（委託・民間工場) 
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平成２５年度一般廃棄物処理計画に掲げたごみ減量及び資源化等の施策の実施状況 

 

① 新たに実施する施策 

ア リユース食器貸し出し 

  ６件 ３,６００個貸し出し（平成２５年７月より実施） 

 

イ 使用済小型家電機器等組成分析 

  平成２５年７月第１回組成分析実施 

（平成２５年１０月、平成２６年１月実施予定） 

 

② 充実させる施策 

ア 子供向け減量キャラクターを使用した環境教育及び啓発活動 

  市内イベント・出前講座にて、ごみ減量啓発ＤＶＤや冊子を活用して実施 

 

（実施状況） 

市内イベント・出前講座先 参加人数 

青少年のための科学の祭典 １３８名 

第４１回こがねいなかよし市民まつり   （１０月１９日・２０日に実施） 

南中学校２年生       約１４０名 

南小学校４年生        約９０名 

前原小学校４年生       約１００名 

小金井第四小学校４年生        約９０名 

中町親愛会        約３０名 

生生会        約２０名 

小金井ロータリークラブ        約３０名 

 

イ 水切りの啓発 

 ・市報（９月１５日ごみ減量・リサイクル特集号）及びホームページでの広報 

 ・市民まつりにて水切り体験実施 

 

ウ 大型生ごみ処理機の活用 

  今年度内、市内国家公務員住宅内に新たに３台を稼働予定 

 

エ 市内公立学校の乾燥型生ごみ処理機の活用 

  学校が夏休みの期間中、市内公立学校に設置している乾燥型生ごみ処理機を有

効活用するため夏休み生ごみ投入リサイクル事業を実施。 

資料２ 
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（夏休み生ごみ投入リサイクル事業実施状況） 

   一小 三小 四小 東小 前原小 緑小 南小 一中 二中 南中 合計 

投入日数

(日) 
13 7 23 17 13 7 13 13 13 15 134 

投入者延

数(人) 
240 71 332 202 294 131 359 359 334 102 2,424 

投入量

(kg) 
306 122 390 335 509 198 629 581 460 94 3,624 

 

オ 生ごみ減量化処理機器購入費補助金制度の広報 

  ・市報（９月１５日ごみ減量・リサイクル特集号）及びホームページへ掲載 

・市民まつり及び市役所第二庁舎４階にて生ごみ減量化処理機器展示 

・幼稚園、保育所及び学童保育所に啓発チラシの配布 

 

（平成２５年度補助件数） 

月 堆肥化容器 
手動かく

はん式 

電動生ごみ処理機 
合計 

乾燥型 バイオ型 計 

4 1 1 13 2 15 17 

5 2 0 15 0 15 17 

6 0 2 19 4 23 25 

7 0 0 25 8 33 33 

8 0 0 18 5 23 23 

9 0 0 22 4 26 26 

10 0 0 6 3 9 9 

合計 3 3 118 26 144 150 

（１０月１０日現在） 

カ 集合住宅所有者又は管理会社との連携強化 

 ・市報（９月１５日ごみ減量・リサイクル特集号）及びホームページでの広報 

 ・清掃指導員による分別指導を随時実施 

 

キ 事業所から排出されるごみ 

  搬入している処理場への立会いを随時実施 

 



優先して取り組む
施策

ア

新たに実施する
施策

ア
優先して取り組む

施策
イ

新たに実施する
施策

イ
優先して取り組む

施策
ウ

充実させる
施策

ア
優先して取り組む

施策
エ

優先して取り組む
施策

オ

充実させる
施策

イ
優先して取り組む

施策
カ

燃やすごみの減量に向け、各家庭で行
える簡単な減量施策である水切りの重
要性について工夫を凝らし、周知・徹
底を図る。

平成２５年度施策 平成２６年度施策
新設（移行）理由

表　題 表　題

水切りの重要性を周知・徹底するため、
水切りによる相乗効果を含めながら出前
講座や市内イベント等での啓発を効果的
に行い、燃やすごみの減量を図る。

水切りの重要性を周知・徹底するため、
主に小・中学生の児童を扶養している保
護者世代をターゲットに、水切りによる
相乗効果を含めながら出前講座や市内イ
ベント等での啓発を効果的に行い、燃や
すごみの減量を図る。

リユース食器の貸し出しは、平成２５
～２６年度の２年間を試行期間として
実施する。

平成２６年度一般廃棄物処理計画ごみ減量達成に向けた施策移行表

第 １ 回 廃 棄 物 減 量 等 推 進 審 議 会 資 料 平成２５年１０月１８日

燃やすごみに含まれる、難再生紙を拠点
回収し、廃棄物の適正な処理及び資源の
有効な利用の確保を図る。

燃やすごみに含まれる難再生紙を、市
施設に設置されている拠点ポストを活
用し、常時回収することで燃やすごみ
ごみの減量と、資源化の両立を図る。

ごみ減量に対する理解と関心を深めるこ
とを目標に「ごみ減量かるた」を用いた
啓発活動を実施する。

ごみの分別、３Ｒ（リデュース、リ
ユース、リサイクル）等を標題とした
「ごみ減量かるた」を用いて、主に若
年層とその保護者を対象とした啓発活
動を実施する。

子供向け減量キャラクターを使用した、
市内公立学校や子供会への環境教育、自
治会やその他団体へ向けた啓発活動を充
実させる。

不燃系ごみに含まれる、使用済小型電子
機器等を別途回収し、廃棄物の適正な処
理及び資源の有効な利用の確保を図る。

平成２５年4月に「使用済小型電子機器
等の再資源化の促進に関する法律」が
施行した。平成２５年度に組成分析に
より不燃系ごみに含まれる使用済小型
電子機器等の状況把握に着手したとこ
ろであり、分析結果を踏まえ、不燃系
ごみの減量等の施策へ取り組む。

希望者に対し、リユース食器の貸し出し
を実施することにより、燃やすごみ及び
不燃系ごみの発生抑制を図る。

市では様々なごみ減量への取り組みを
実施しているが、本市は転出入者が多
いという特性も有り、市民の皆さん全
てにその取り組みが十分に浸透してい
るとは言い難いことから、啓発活動に
優先して取り組む。

子供向け減量キャラクターを使用した、
市内公立学校や子供会への環境教育、自
治会やその他団体へ向けた啓発活動を充
実させる。

不燃系ごみに含まれる、使用済小型電子
機器等を別途回収し、廃棄物の適正な処
理及び資源の有効な利用の確保を図る。

施策区分 施策区分

希望者に対し、リユース食器の貸し出し
を実施することにより、燃やすごみ及び
不燃系ごみの発生抑制を図る。

資料３ 



平成２５年度廃棄物減量等推進審議会年間スケジュール（予定） 

 

第１回 平成２５年１０月２８日（月）１８：００～第二庁舎８０１会議室 

平成２６年度一般廃棄物処理計画の策定について（諮問） 

平成２６年度一般廃棄物処理計画の策定について（審議） 

ごみ減量啓発かるた標語最終審査結果について 

 

第２回 平成２５年１１月２１日（木）１８：００～第二庁舎８０１会議室 

平成２６年度一般廃棄物処理計画の策定について（審議） 

平成２６年度ごみ・リサイクルカレンダー表紙絵応募作品の審査 

 

第３回 平成２５年１２月下旬（２５日～２７日）予定 

    平成２６年度一般廃棄物処理計画の策定について（審議） 

 

第４回 平成２６年１月下旬予定 

平成２６年度一般廃棄物処理計画の策定について（審議） 

平成２６年度一般廃棄物処理計画の策定について（答申） 

 

※ 審議会開催数については、今後の状況に応じて変動があることはご了承ください。 

  

 


